
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

割引の種類 割引率 適用条件 確認資料 

①免震建築物

割引 
50% 

対象建物が「住宅の品質確保の促

進等に関する法律」（品確法）に規

定された免震建築物である場合 

以下のいずれか 

・品確法に基づく登録住宅性能評価機関（注１）により作成された書類のう

ち、対象建物が免震建築物であること（耐震等級割引の場合は耐震 

等級）を証明した書類（写）（注２）（注３）（注４） 

・独立行政法人住宅金融支援機構が定める技術基準に適合しているこ

とを示す適合証明書（写）（注３） 

・①「認定通知書」など長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づ

く認定書類（写）（注５）および②「設計内容説明書」など"免震建築物 

であること"または"耐震等級"が確認できる書類（写）（注４） 

（注１） 登録住宅性能評価機関により作成される書類と同一の書類を

登録住宅性能評価機関以外の者が作成し交付することを認め

る旨、行政機関により公表されている場合には、その者を含みま

す。（「登録住宅性能評価機関」について、以下同様とします。） 

（注２） 例えば以下の書類が対象となります。 

・品確法に基づく建設住宅性能評価書（写）または設計住宅性

能評価書（写） 

・耐震性能評価書（写）（耐震等級割引の場合に限ります。） 

・独立行政法人住宅金融支援機構が定める技術基準に適合

していることを示す「現金取得者向け新築対象住宅証明書」

（写） 

・長期優良住宅の認定申請の際に使用する品確法に基づく登

録住宅性能評価機関が作成した「技術的審査適合証」（写） 

・住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置を受けるために

必要な「住宅性能証明書」（写） 

・品確法に基づく登録住宅性能評価機関が、マンション等の区

分所有建物の共用部分全体を評価した場合に作成する「共

用部分検査・評価シート」等の名称の証明書類（写）  等                                                        

（注３） 以下に該当する場合には、耐震等級割引（30％）が適用されま

す。 

・書類に記載された内容から、耐震等級が２または３であること

は確認できるものの、耐震等級を１つに特定できない場合。た

だし、登録住宅性能評価機関（「適合証明書」は適合証明

検査機関または適合証明技術者）に対し対象建物の耐震等

級の証明を受けるために届け出た書類（写）で耐震等級が１つ

に特定できる場合は、その耐震等級割引が適用されます。  

（注４） 以下に該当する場合には、耐震等級割引（新築は 30％、増

築・改築は 10%）が適用されます。 

・「技術的審査適合証」において、"免震建築物であること"また

は"耐震等級"が確認できない場合 

・「認定通知書」など上記①の書類のみご提出いただいた場合 

（注５） 認定長期優良住宅であることが確認できる「住宅用家屋証明

書」（写）および「認定長期優良住宅建築証明書」（写）を含み

ます。 

②耐震等級 

割引 

耐震等級 3 

50％ 

耐震等級 2 

30％ 

耐震等級 1 

10％ 

対象建物が品確法または「耐震診

断による耐震等級（構造躯体の倒

壊等防止）の評価指針」（評価指

針）に定められた耐震等級を有して

いる場合 

2019年 1月 1日以降始期契約用 

保険の対象である建物または保険の対象である家財を収容する建物（以下「対象建物」といいます。）が下表①～④のいず

れかに該当し、確認資料（注1）をご提出いただいた場合、地震保険に割引を適用します（注2）（注3）。 

（注1） 確認資料とは、下表の「確認資料」に記載の書類またはいずれかの割引の適用が確認できる保険証券（写）、保険契約証（写）、

保険契約継続証（写）、変更確認書（異動承認書）（写）、満期案内書類（写）、契約内容確認のお知らせ（写）またはこれらの

代替として保険会社が保険契約者に対して発行する書類（写）もしくは電子データをいいます。 

（注2） 下記①～④の条件を複数満たす場合であっても、割引はいずれか1つのみの適用となります。 

（注3） この割引は、保険期間のうち確認資料をご提出いただいた日以降の期間について適用されます。 

耐震診断割引、建築年割引については裏面をご確認ください。 



＜確認済証＞ 
（建築年割引） 

 

 

＜長期優良住宅 認定通知書＞ 
（免震建築物割引） 
（耐震等級割引） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

割引の種類 割引率 適用条件 確認資料 

③耐震診断 

割引 
10% 

対象建物が地方公共団体等によ

る耐震診断または耐震改修の結

果、1981 年（昭和 56 年）6 月 1 日

に施行された改正建築基準法にお

ける耐震基準を満たす場合 

以下のいずれか 

・耐震診断または耐震改修の結果により減税措置の適用を受けるための

証明書（写） 

・建物の所在地、耐震診断年月日および「平成 18 年国土交通省告示

第 185 号（平成 25 年国土交通省告示第 1061 号を含みます。）に適合

している」旨の文言が記載された書類（写） 

④建築年割引 10% 

対象建物が 1981 年（昭和 56 年）

6 月 1 日以降に新築された建物で

ある場合 

以下のいずれか（1981年（昭和56年）6月以降の新築であることが確認で

きる資料が対象となります。） 

・「建物登記簿謄本」（写）、「建物登記済権利証」（写）、「建築確認書」

（写）等の対象建物の新築年月等が確認できる公的機関等（国、地方

公共団体、地方住宅供給公社、指定確認検査機関など）が発行する

書類（写）および公的機関等に対して届け出た書類（写）（公的機関等

の受領印または処理印が確認できるものに限ります。） 
・宅地建物取引業者が交付する重要事項説明書（写）、不動産売買契 
約書（写）または賃貸住宅契約書（写） 

・登記の申請にあたり申請者が登記所に提出する工事完了引渡証明書 
等（写） 

●ご相談・お申込先 

90999-1  2019.9（修）A3F21 B 

※このチラシは地震保険割引制度の特徴を説明したものです。地震保険の詳細につきましては商品パンフレットまたは重要事項のご説明をご覧ください。 

免震建築物割引、耐震等級割引については表面をご確認ください。 

地震保険割引の確認資料（見本） 

＜建設住宅性能評価書＞ 
（免震建築物割引） 
（耐震等級割引） 

 

 


